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社会資本整備の事業効果と税
収変化に関する一考察
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                            大阪大学社会経済研究所助教授    常木  淳

１ はじめにはじめにはじめにはじめに

本稿では、本編第２章における費用便益分析に際しての税金の扱いについて、より専

門的・数学的な分析を行う。税制が存在する場合の政府投資プロジェクトの評価手法

は、Shoven and Whalley(1992)に代表されるような、プロジェクトを導入した後の一般

均衡解を直接計算してプロジェクトの前後の経済厚生を比較する応用一般均衡分析

（applied general equilibrium analysis）と政策の導入に伴う経済厚生指標の局所的変化値

をもってその大域的変化値の近似と考える局所的近似分析（differential approximation

analysis）とに大別されるが、この付録では、政府投資の厚生評価に関する局所的近似

分析の手法についてのサーヴェーを行う。もしも、税によるゆがみが存在しなければ、

局所的近似分析による計画評価は市場価格を用いることでほぼ解決が着くが、税のゆ

がみが存在するとそもそも生産者と消費者が異なる価格に直面しているため、どのよ

うな価格を用いて公共投資プロジェクトの評価を行うかがむずかしい問題になる。

このような場合に応用一般均衡分析を用いるこことも、問題を回避する一案ではある

が、このアプローチは、計算のために選択されている生産関数および効用関数の関数

形、ならびにそのパラメーター値が均衡の計算の便宜上恣意的に選択される傾向があ

り、そのためにしばしば非現実的な計算結果を示すという欠点が存在する。これに対

して局所的近似分析には、応用一般均衡分析にない利点が存在する。なぜなら、局所

的近似分析は事後の均衡に関する情報に依拠せずに、事前の情報のみを用いて政策評

価を行う立場であり、政策導入の効果が不連続的な「大きさ」を持つ場合には近似の

誤差が大きくなり、応用一般均衡分析に対して明らかな欠点を持っているが、応用一

般均衡分析のような、事後情報の不完全性からくる計画効果の予測誤差を回避できる。

したがって、政策評価の手法を選択するにあたっては、近似に伴う誤差と事後情報の

不完全性に伴う誤差とを比較衡量して相対的により優れたものを採らねばならず、こ

こに局所的近似分析を税の存在する次善の経済へと拡張することの積極的な意義があ

るのである。

以下、本稿は次のように構成する。次節では、本稿全体で使用するモデルの記述を行

う。次に、３及び４では公共投資プロジェクトによって生産される財が市場財であり、

価格をつけられるケースを論ずる。３では、物品税率が固定されて、一括税によって

政府予算の均衡が維持されるハーバーガーのケースを論じ、４では、一括税を用いず

に最適に調整された物品税を用いて政府予算の均衡をはかるダイアモンド－マーリー

ズのケースを扱う。他方、５及び６では、政府投資プロジェクトが（無料で供給され
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る）公共財の供給であるケースを扱う。５では、３のハーバーガーモデルを、６では

４のダイアモンド－マーリーズモデルを公共財供給のケースに応用し、それぞれに公

共財供給の費用便益基準を導出してその意味の解釈を行う。

２ モデルモデルモデルモデル

 まず、以下の議論で使用するモデルの記述から始めることとしよう。この経済にはＨ

人の消費者がおり、おのおの純消費量ベクター ),,( 1
h
N

hh xxx ≡ に関して連続微分可能、

準凹、強単調な効用関数 Hhxf hh ,,1),( = を極大化するように消費量を選択すると仮

定する。他方、生産サイドは、各生産者が競争的に利潤を極大化すると仮定し、この

ためクープマンス－デブリューの定理(Koopmans(1957))が成立し、閉凸の集計的生産可

能性集合Ｙのもとで利潤を競争的に極大化するように集計的純生産量ベクター

),,( 1 Nyyy ≡ を選択する一つの代表的企業の存在を仮定することができる。計画評

価以前の均衡状態は、消費者・生産者ともにプライス・テイカーとして行動している、

という意味で完全競争市場に限定されているが、一般に生産者価格と消費者価格とは

乖離しており、このため均衡においてパレート効率性の達成されていない次善の状況

を主として念頭に置く。そこでニュメレール財として選択された第１財については、

生産者・消費者価格ともに =1p １と基準化することにし
1
、第２～Ｎ財の生産者価格ベ

クターを p、市場に存在する価格の歪みをあらわすベクターを t、したがって消費者価
格ベクターを tp + とする。ここで tは、典型的には政府が市場に課す物品税体系をあ
らわすと考えてよい。ただし、適当に解釈を変更すれば、税以外の政府による価格規

制の歪みを示すパラメーターと解することも可能であり、一定限度では企業の不完全

競争的価格設定による歪みを示すケースをも取り扱うことができる。また、ここで tは
従量税として表記されているが、計画の局所的効果のみを考える我々のモデルでは、

財の単位を適当にとって全ての生産者価格を１にノーマライズすることができるため、

tを従価税と考えても誤りではない。
 　以上のような資源配分の歪みを伴う次善的競争的一般均衡の体系を、双対性理論を

用いて記述してみよう。計画以前に各消費者の得ていた効用のベクターを

),,( 00
1

0
Huuu ≡ とし、消費者価格体系を ),1( tp + とすると、各消費者の純支出額は支

                                                     
1 本稿では以下、ニュメレール財を非課税とする慣習に従うこととするが、これは表記・計算の単純化の
ためのものである。本稿の元となった筆者の論文（Tsuneki:1987a, b, 1989a, b, 1993, 1998）はすべてニュ

メレール財にも課税されるという仮定で本稿と同様の結論を得ている。
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出関数を用いて ,,,1),,,1( 0 Hhutpm h
h =+ と表され、この値は、政府から各消費者へ

の移転額 ,,,1, Hhg h = と企業利潤の配当額 ),1( phπα の和と等しくなる。ここで

),1( pπ は、生産者価格体系 ),1( p と代表的企業の利潤額の関係を表す利潤関数であり、
Hhh ,,1, =α は、この企業の消費者ｈによる持分比である。以上より、

 （１）　　　　　　 ,,,1),,1(),,1( 0 Hhpgutpm hh
h

h =+=+ πα

 が成立せねばならない。次にＮ個の財についての需給均衡が成立せねばならない。需

要側は支出関数をもとにシェパードの補題を用いて、また供給側は利潤関数をもとに

ホテリングの補題を用いて記述することができる。すなわち、∇ で勾配ベクターを表す

と、

（２）　 
     

G
ph

hH

h p yputpmA 1
0

1
),1(),,1(

11
+∇=+∇+ ∑ =

π

（３）　 
     

G
ph

hH

h p yputpm +∇=+∇∑ =
),1(),,1( 0

1
π

 となる。ここで Aはアレー余剰値であり、計画前において 0≡A とする。また ),( 1
GG yy

は、政府が公共プロジェクトとして導入する純生産量ベクターであり、これも計画前

の事前均衡においては全てゼロの値をとるとする。最後に（１）－（３）の一般均衡

条件は、ワルラス法則によって以下の政府予算制約式

 （４）　　　 ),,1()( 0
111 h

hH

h p
GGH

h
h utpmtpyygA +∇++=+ ∑∑ ==

 を含意する。(４)の右辺は政府事業と物品税による政府の総収入を意味しており、これ

が左辺の政府から消費者への移転支出と、政府の手元に残る税収の総和に等しくなる
2
。

３ 公共投資基準―ハーバーガーのケース公共投資基準―ハーバーガーのケース公共投資基準―ハーバーガーのケース公共投資基準―ハーバーガーのケース

以上のモデルをもとにして、本節では公共投資が市場財の投入・産出ベクター

),( 1
GG yy で記述できるケースについてハーバーガーの導出した公共投資基準を論ずる

ことにしよう。前節の体系（１）－（３）はＨ＋Ｎ個の独立な方程式から成る。他方

事前の均衡では、効用ベクターuと相対価格ベクター p及び移転支出 g h Hh , , ,=1 の

うちの一つが、内生変数となって上記の体系から決定すると考えられる。この事前の

状態から税制ｔ、政府支出計画 ( , )y yG G
1 などの変化を導入したときに、一般均衡体系

にどのような効果を生ずるかを分析するのが比較静学、あるいは本稿のタームでいう

                                                     
2 （１）－（３）の体系が実際に（４）を含意することを確認するのは、応用ミクロ経済学の格好の練習
問題であるので、読者各自でチェックすることをお薦めする。この導出を初めとして、以下の分析では

数学注Ⅰに要約した支出関数、利潤関数の性質を細かい断りなく自由に用いることとする。



－104－

局所的近似分析の接近法であるが、この際、ハーバーガーの依拠する補償原理の考え

方では、政府による完全な補償が（仮説的に）可能であると仮定する。すなわち公共

計画の導入によって生ずる効用ベクターの変化に対して、政府は，移転支出

g h Hh , , ,=1 を自由に操作することで各消費者に元と同一の効用レベル

u h Hh
0 1, , ,= を保証してやることができると仮定するのである。もちろん政策の可否

如何によって完全な所得補償を可能にするだけの政府収入があがらないケースも出て

くるが、その際にはアレー余剰値Ａが負の値をとることで、いわば「外部」から追加

的な所得を導入して完全な補償を行うことが（やはり仮説的に）可能であると仮定す

るのである。以上の前提の下では、政策導入に伴ってＡの変化値が正であることは、

この政策がブルース－ハリス（Bruce-Harris(1982)）の局所補償原理を満たすことと同

値である
3
。

　以上のような仮説的補償原理の仮定を承認するならば、政策変数である GG yy ,1 が変

化したとき、効用水準 u uH1
0 0, , は一定であり、g h H A ph , , , , ,=1 が体系（１）－（３）

を充足するように内生的に変化することになる。ここで g h Hh , , ,=1 の動きに関心が

ない場合は、これらは（２）、（３）には現れないため（１）を g hの定義式と考えて

これを体系から除き、（２）、（３）のみから A、 pの動きを判断することができる。
最後に、以下の考察においては、取り扱い易さの観点から（２）式の代わりに、（４）

式に（１）式を代入して得られる

（５）　 A m p t u p t m p t u y pyh
h

H
h p

h
h

H
h

G G+ + − = ∇ + + +
= =∑ ∑1

0
1

0
11 1 1( , , ) ( , ) ( , , ) ( )π

を用いて、体系（３）、（５）が A、 pを内生的に決定すると考える4
。

公共計画の評価にあたっては、公的に投入・生産される資源の価値をいかに決定する

かが問題であり、この値は完全競争の下では市場価格をもってすれば足りるが、すで

に市場に歪みのある次善の状況ではどのような値（シャドープライス）を選択するか

が困難な問題となる
5
。公共計画評価のためのシャドープライスは、計画時に他にどの

ような政策変数を操作しうるかによって大きく異なるが、（仮説的）補償が完全に可

能な場合、体系（１）－（５）において、小規模の公共計画 ),( 1
GG dydy が導入されると

き、物品税のベクター tは固定される一方、所得移転 ,,,1, Hhgh = は完全に調整可能

である。そこで、（３）と（５）から、 ),( 1
GG dydy の導入に伴う Aの変化 dAを次のよ

うに求めることができる。まず（５）を全微分して（３）を用いると、

                                                     
3 Foster and Sonnenschein(1970) 及び Hatta(1977)の指摘したマイルドな条件が成立することを仮定する。
4 （３）、（５）が成立すれば、やはりワルラス法則によって（２）が含意されるから、（２）、（５）
のいずれを利用しても同じことである。

5 Dréze and Stern (1987)が、本論に近い立場でのサーヴェイ論文である。
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,0
1∑ ++=

pp
GG pdydydptdA かつ、（３）より G

pppp dySdp 100 ][ −−= ∑ であるため、

（６）　　
Ω≡−≡

Ω−+Ω++=++=

∑ ∑ −

−

tSt
dyIptpdydypdydA

pppppp

G
N

GGG

1000
111

][

;]}[){()(

ε
ε

となる。以下で、 ),,(),,,,( 00 GpjiSuGpji ijij ==∑ はm及びπの二次微分値から成る

行列である、とする。つまり、公共計画 ),( 1
GG dydy を評価するシャドープライスは、消

費者価格とも生産者価格とも異なっており、特に二財の場合にはΩはスケーラーで
10 <Ω< であるから、ハーバーガーの指摘したようにシャドープライスが両価格の加

重平均になる
6
。シャドープライスが生産者価格と乖離するということは、私企業と公

的生産との限界転形率が異なるような生産の編成を要求するのであるから、経済全体

の生産効率性を放棄することを要請している点に注意せねばならない。このシャドー

プライスの体系 ),1( ε+p は、最初にこれを提唱したハーバーガー(Harberger (1971))と、

これを理論的に厳密に定式化したブルース－ハリス(Bruce and Harris (1982))にちなん

でハーバーガー－ブルース－ハリスシャドープライスと呼ぶことにしよう。

４ 公共投資基準―ダイアモンド公共投資基準―ダイアモンド公共投資基準―ダイアモンド公共投資基準―ダイアモンド・マー・マー・マー・マーリーズのケースリーズのケースリーズのケースリーズのケース

　以上の補償原理に基づく着想に対して、近年では所得移転が不可能なケースにおい

ての公共計画のシャドープライスの理論が発展しつつある。所得移転が不可能な場合

には、公共計画の導入に伴って物品税体系 tの一部分が同時に変化しなければ均衡を維
持することができない。当然予想されるように公共計画のシャドープライスは事前の

ディストーションの程度 tとともに、これらのうちのどの税率が調整可能であるかによ
って変化してしまうため、一般にこのようなシャドープライスの体系を計算すること

は形式上可能であるとしても実用的に実り多いものではない
7
。これに対して、ダイヤ

モンド－マーリーズ(Diamond and Mirrlees (1971))は、一定の条件の下で経済の生産効率

性が最適性の必要条件となること、すなわち、生産者価格が公共計画の適正なシャド

ープライスになることを明らかにした。その条件とは、（１）私企業の生産技術が収

穫一定であり、利潤がゼロであること、または利潤が１００％政府に課税されること
8
、

（２）政府の税収制約下で、物品税率 tが社会厚生を最大化するように決まっているこ

                                                     
6 この性質は一般にはもちろん成立しない。
7 このような一般のケースについての古典的貢献として、Diewert (1983b)は Meade (1955)を挙げている。
関連する文献として Tsuneki (1989b)をも参照せよ。

8 条件（１）が成立しないケースは、Stiglitz and Dasgupta (1971)が包括的に論じている。
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と
9
、である。

  この定理の形式的証明は次のようなものである。使用するモデルは体系（１）－（３）

に類似した（公共財供給を含む）一般均衡モデルであるが、所得の一括移転を認めな

いため余剰概念を利用することができず、また効用水準 T
Huuu ),,( 1≡ も内生変数と

なる。最適物品税体系として非ニュメレール財への税ベクター ),,( 2 Nttt = に加えて、

ニュメレール財への課税を考えることも可能であるが、上記のダイアモンド－マーリ

ーズの仮定の下では、ニュメレール財を非課税とすることで議論の一般性は損なわれ

ない。この仮定の下では、消費者への利潤配当が存在しないので各消費者の予算制約

式は、

（７）         　 HhguGtpm h
h

h ,,1,),,,1( ==+

 となる。次に、需給均衡式は、

（８）  ∑
=

∇=+∇
H

h
ph

h
p GpuGtpm

1

),,,1(ˆ),,,1(
11
π

（９）  ∑
=

∇=+∇
H

h
ph

h
p GpuGtpm

1

),,,1(ˆ),,,1( π

                  

となる。ワルラス法則によって政府予算制約が充足されることはこれまでと同様であ

る。

ダイアモンド－マーリーズの最適課税問題は、体系（７）－（９）を制約条件とし

て社会的厚生関数 )(uB を極大化するように物品税率ｔを選ぶ問題である。
T

HuBuBuB )/,,/,/( 21 ∂∂∂∂∂∂≡β と定義すると、この問題は、

（１０）　　　　　 (9)}-(7) s.t.,{max ,, uT
tpu β

と定式化でき、通常の非線形計画問題として分析を行うことができる
10
。すなわち制約

                                                     
9 このような税収制約下での最適物品税体系を、創始者 Ramsey (1927)にちなんでラムゼイ・ルールとい
う。ラムゼイ・ルールに関する基本文献は、Diamond and Mirrlees (1971), Diamond (1975)である。

また Weymark (1979), Diewert (1983b)をも見よ。最適課税についての大学院レベルの教科書として

Atkinson and Stiglitz (1980), Myles (1995)がある。邦文では本間（1982）が代表的である。
10 制約（８）、（９）は自由可処分 (free disposal) の仮説によって、（右辺）>（左辺）という不等
号の形をとるとする。また制約資格条件が満たされているとする。分析の技術的詳細については、

Mangasarian (1969, pp.172-3) を参照せよ。
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（７）－（９）に対応する乗数を T
N

TH
uuu aaaaaaa ],,[,,],,[ 21

1 == とするとき、

T
N

Taa 0],[ 1 ≥ であり、かつ tpu ,, についてキューン－タッカーの一階必要条件が成立す

る。このうち、ｐとｔについての一階の条件より、 T
Npp

T
pp SaSa 11 0ˆˆ

1 −=+ が成立するの

で、恒等式（Ａ.１２）11
による T

Npp
T

pp SpS 10ˆˆ
1 −=+ を代入すると、 1)ˆ( −

ppS が存在する限

り、

（１１）　　　　　　　　　　　　　　 paa 1=

となる
12
。　さて、この経済に小規模計画 ),( 1

GG dydy を導入することの経済厚生効果は

))(/())(/( 11
GGGG dydydudydydudB ββ += であるが、（１１）と包絡定理より

)( 1111
GGGG pdydyaadydyadB +=+= となる。妥当な十分条件

13
の下で 01 >a となるこ

とが論証しうるため、結局 0>dB と 01 >+ GG pdydy が同値となり、公共計画を評価す

るシャドープライスは生産者価格 ),1( p となる。
次に、アウエルバック(Auerbach (1985; p.101))に基づいて定理の直観的な説明を与え

ておこう。収穫一定で利潤がゼロの場合には、消費者の効用は消費者価格体系のみに

依存する。しかるに上記の条件（２）より、政府予算制約の範囲内で物品税率 tすなわ
ち消費者価格は社会厚生を最大化するように選ばれている。したがって、生産効率を

低下させることは、総消費の低下をもたらすのみであり、必ず社会厚生を低下させる

のである。これに対して、条件（２）が成立していない時には、生産効率性を破棄す

ることで物品税に伴う効率損失を解消する利益が発生する可能性が生ずるのである。

５ 公共財の供給基準―ハーバーガーのケース公共財の供給基準―ハーバーガーのケース公共財の供給基準―ハーバーガーのケース公共財の供給基準―ハーバーガーのケース

次に公共計画が公共財の供給である場合を考えよう。ボーエン－サミュエルソンの古

典的貢献の示したように、税制に伴う歪みを無視できる場合には、公共財の限界便益

                                                     
11 数学注Ⅰ参照

12 ppŜ は一般に非負定値であるが、きわめて弱い条件の下で正定値と仮定しうる。

13 いわゆるダイアモンド－マーリーズ財の存在 (Diamond and Mirrlees (1971, p.23))がこの十分条件
になる。この条件は Weymark (1979) によってさらに一般的に緩和されている。
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の総和が供給のための限界費用と均等化するように公共財を供給するのが最適である。

これに対して一括固定額税が利用できず、資源配分の歪みをもたらす税体系を用いて

公共財の供給費用を調達せねばらならない場合、ボーエン－サミュエルソン条件をど

のように修正するかについては、すでにピグー(Pigou (1947))の先駆的貢献があり、こ

れに引き続いて長い研究・論争史が存在する
14
。ピグーは、税制の歪みを考慮するとき、

公共財の社会的限界費用は物理的なそれよりも高く評価されねばならず、したがって、

公共財供給の費用便益基準はボーエン－サミュエルソンのそれよりも厳しく設定され

るべきであると指摘したが、その後の研究で、ピグーの予測が一般には成立しないこ

とが論じられてきた。以下の２節では、これらの論争史を展望しつつ、種々の論点の

整理を行っていく。

最初に、私的財からなるプロジェクトの場合と同様に、プロジェクトの評価基準はど

のような税体系が操作可能かに依存していることに留意せねばならない。そのため（仮

説的に）一括所得移転が可能であると仮定するか、それとも物品税体系を利用してプ

ロジェクトの費用を調達するか、のいずれの前提をとるかで評価基準は大きく異なら

ざるを得ない。本節では、前者の仮定の下で議論を進めよう。

まず（２）－（３）の体系を公共財供給を明示的に含む形に書き換えることから始め

よう。ここで公共財のベクター ),,( 1 KGGG = が政府によって供給され、その便益が

消費者の効用 hu 、および生産可能性集合Y の変化として現れるとしよう。消費者効用
関数 ,,,1),,( HhGxfu hhh == とすると、消費者の行動は可変支出関数

（１２）　　　 }),(:{min),,,1( 1},{ 1 h
hhh

xxh
h uGxfpxxuGpm hh >+≡

で記述され、また私企業の行動は可変利潤関数

（１３）　　　 　 )}(),(:{max),,1( 11},{ 1
GYyypyyGp yy ∈+≡π

で記述される。他方政府は、私的財のベクター ),( 1
GG yy を購入して公共財Gを生産す

ると仮定する。公共財生産のための生産可能性集合を GY とし、公共財ベクターの可変
費用関数 ),,1( Gpc を

（１４）　　　　　 }),,(.s.t{min 11},{ 1

GGGGG
yy YGyypyyGG ∈+

と定義し、最後に ),,1(),,1(),,1(ˆ GpcGpGp −≡ ππ とすると、以上より（２）－（３）

                                                     
14 これに対して中間公共財の場合、これまで論じてきたシャドープライスの理論を用いて、Kaizuka
(1965)－Sandmo (1972)の最適供給ルールを次善の経済へ自然に拡張できる。Tsuneki (1989b)を参照せ

よ。また、ここで論ずる次善的最適供給ルールの議論は、公共財の最適供給水準が税の歪みの存在しな

い場合と、する場合とでどのように異なるかの考察とは区別しなくてはならない。後者については

Wilson (1991) などを見よ。
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に対応する一般均衡の体系は

（１５）　　　 ),,1(ˆ),,,1(
11

0
1 GpuGtpmA ph

h
p

H
h π∇=+∇+ ∑ =

（１６）　　　　 ),,1(ˆ),,,1( 0
1 GpuGtpm ph

h
p

H
h π∇=+∇∑ =

で表される。また、これもこれまでのケース同様、（１５）に代えてこれと同値の

（１７）　　　　　　　
),,,1(

),,1(ˆ),,,1(
0

1

0
1

h
h

p
H
h

h
hH

h

uGtpmt

GpuGtpmA

+∇=

−++

∑
∑

=

= π

を以下の分析に用いることとする。

体系（１６)，（１７）より GtHhuh ,,,,1,0 = を一定として、 pA, が内生的に決まる

ものとしよう。ここで公共財供給Gを限界的に変化させたときにＡが増加することが
局所補償原理を充足する条件である。まず（１７）を全微分して、（１６）を用いる

と、

（１８）　
∑ ∑
∑

++

∇++∇−= =

dGtdpt

dGGpuGtpmdA

pGpp

Gh
h

G
H
h

00

1 )},,1(ˆ)),,,1(({ π
,

となり、次に（１８）を全微分して得られる ∑ ∑ +−−= − dGSSdp pGpGpppp )ˆ()ˆ( 00100 を代入

すると、

（１９）　　　
0])ˆ()ˆ([

)},,1(ˆ)),,,1(({
0001000

1

>+−−−+

∇++∇−=

∑ ∑∑∑
∑

−

=

dGSSt

dGGpuGtpmdA

pGpGpGpppppp

Gh
h

G
H
h π

が公共財供給の評価基準となる。 0ˆ
ijS も 0

ijS と同様にπ̂の二次微分値から成る行列である。

（１９）の右辺の第一項は ,,,1, HhmW h
G

h =−∇≡ が各人の公共財の限界便益を表し、

π̂GMC −∇≡ が公共財の限界費用を表すから、ボーエン－サミュエルソンの評価基準に

対応しており、したがって、右辺第二項が物品税の歪みに伴って生ずる評価基準のボ

ーエン－サミュエルソン基準からの乖離を示している。一般にこの第二項が負になる

理由はないのでピグーの予測は必ずしも当たらない。特に公共財生産のための投入が

ニュメレール財のみであれば 1
0 0ˆ

−= NpGS であり、効用が準線形でかつ公共財の効用が他

財から加法分離されるならば 1
0 0 −=∑ NpG となるため、以上の部分均衡の仮定の下では
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右辺第二項はゼロとなり、ボーエン－サミュエルソン基準の使用が正当化しうる。さ

らに、より一般に言って、ハーバーガー基準は、ボーエン－サミュエルソン基準と重

要な共通性を持っている。すなわち、どちらのルールでも社会的厚生関数に関する仮

定、すなわち所得分配についての価値判断と独立に、費用便益基準ができあがってお

り、このため政府部門の資源配分部門と所得分配部門への機能分化が可能になってい

るのである。これは、次節で論ずるピグー基準と対照的である。

恒等式（Ａ.５）、（Ａ.１３）15
による ∑ ∑∑ +=∇− = ,)( 00

1
1

pGGp
h

G
H
h qm 　 ,ˆˆˆ 00

1 pGGpG SpS +=∇ π

と定義 ∑ ∑ −−≡ 1000 )ˆ( pppppp Stε を用いて（１９）を書き換えると、

（２０）　　　　 0)ˆ)(()ˆ( 0000
11

>−++−= ∑∑ pGpGGpGp SpSdA ε

となる。ここで、左辺の第二、三項中の 00 ,
1 pGGp ∑−∑− は、消費者効用を一定したとき

に公共財の供給によって減少する私的財の需要であり、 00 ˆ,ˆ
1 pGGp SS −− は、公共財供給に

伴って必要となる私的財投入である。したがって、公共財の供給に伴う私的財の補償

需要減と投入増に伴う私的財供給の集計的純変化をハーバーガー－ブルース－ハリス

シャドープライスで評価したものが公共財の社会的価値を表すことになり、市場財の

みからなるプロジェクトの場合と類似の解釈が可能である。

６ 公共財の供給基準―ピグーのケース公共財の供給基準―ピグーのケース公共財の供給基準―ピグーのケース公共財の供給基準―ピグーのケース

次に、一括所得移転が利用できず、公共財の供給費用を物品税でまかなわねばなら

ないケースを検討しよう。ここでは、体系（７）－（９）の下での社会厚生Ｂ(u)の最

大化問題を考えることになるが、（１０）のようにＧを一定とせず、Ｂ(u)を最大化す

るようにＧを選択しうる。Ｇについての一階の条件は、各人の公共財の限界便益ベク

ターを　 ],,,[ 21 HWWWW ≡ とすると 0)ˆ()ˆ( 0000
1 11

=−∑−−∑− pGpG
T

GpGp
T
u SaSaWa であ

り、ｕについての一階の条件を代入すると、

（２１）　 0)ˆ()ˆ(}{ 0000
1

00
1 111

=−∑−−∑−∑−∑− pGpG
T

GpGppuup
T SaSaWaa αααβ

と書き換えることができる。ただし、α は、各消費者の所得の限界効用

,,,1,)},,,1({ 1 HhuGtpm h
h

u =+∇ − をｈ番対角要素とする HH × 対角行列である。

                                                     
15 数学注Ⅰ参照。
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　（２１）式は、次のような直観的解釈が可能である。まず第二、三項は、消費者効

用を一定としたときに公共財供給によって生ずる私的財の集計的純変化をシャドープ

ライス aa ,1 で評価したものであり、（２０）と類似の解釈が可能である。この第二、

三項の和を純代替効果と呼ぶことにする。これに対して、第一項は（２０）において

生じなかった効果である。このうち WTαβ は、所得 HhW h ,,1, = を各消費者に移転

することの社会的価値であり、他方、 Waa puup )( 00
1 1

αα ∑+∑ は最適な物品税体系を用

いて税を消費者から徴収し、これを HhW h ,,1, = として移転することの社会的費用

である。所得の一括移転が可能な（２０）ではこの項はゼロになるが、所得移転に物

品税を使用せねばならず社会的費用がかかる場合、この値はゼロにならない。この第

一項を、以下、所得移転効果と呼ぼう。

　式（２１）は一般に成立するが、これ以上の解釈のためには議論の限定が必要であ

る。ここでは物品税体系が最適に調整されるダイアモンド－マーリーズ経済を考えよ

う。この場合、生産効率性の仮定が成立するので（１１）を代入すると（２１）は、

（２２）　 ]ˆˆ[][ 0000
1

00
1 111 pGGppGGppuup

T SpSpaWpaW −−∑+∑=∑+∑− αααβ ，

と書き換えられる。これにウィルダシン(Wildasin (1979, p.60; 1984, p.230)) のスルツキ

ー準方程式

（２３）　　 hh
pu

h
hhhh

MW
G

uGtpx
G

IGtpx α+
∂
+∂=

∂
+∂ ),,,1(),,,1(

，

Hh
I

IGtpxM
h

hh
hh

pu ,,1,),,,1(( =
∂
+∂≡α は消費者ｈの需要の所得効果ベクターであ

る。）を代入し、（Ａ.１３）式を用いると

（２４）　　　　　　 MCa
G
xp

G
xaW

hH

h

h
T

1
1

1
1 ][ +

∂
∂+

∂
∂= ∑

=

αβ

となる。ここでアトキンソン－スターン (Atkinson and Stern (1974; p.122)) に従って、

消費に関する公共財と私的財との代替・補完関係が存在しないと仮定し

（２５）　　　　　　　　 HhNi
G
x h

i ,,1,,,1,0 ===
∂
∂

とすると、（２４）は

（２６）　　　　　　　　　　　 MCaWT
1=αβ

と書くことができる。この左辺は、公共財の(各人の限界的社会的重要度で加重された)

限界便益、右辺は、限界費用 1a× となる。この 1a は、政府が第一財を社会に提供する
価値であり、また政府が第一財を社会から調達する費用と考えることもでき、公的資
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金の限界費用 (marginal cost of public funds; 以下 MCF) と呼ばれるものである16
。

　まず一消費者経済を検討してみよう。 1=H の場合、 1== βα とノーマライズする

と、(２６)は、通常のボーエン－サミュエルソン条件に対して、公共財の物理的限界費

用を社会的限界費用 1a で調整したものと解することができる17
。もしも 11 >a であれば、

元々のピグーの予測通り、税の歪みによる社会的費用を評価して公共財の社会的費用

が物理的費用よりも高く査定されねばならないことを意味している。ピグーの予測の

妥当性を明らかにするためには、MCF である 1a を明示的に導出する必要があるが、（１
０）の tu, についての一階条件を用いて、

（２７）　　　 )(/)1(1
11

0

1 R
R

R
RMt

R
tt

a

h
hhH

h

h
hh

pu
TH

h
pp

T

αβα == ∑∑−
∑

+=

という明示的な定式化ができる。ただし hR は、各消費者 Hh ,,1= の物品税負担、

hH
h RR 1=∑≡ は総物品税収入である

18
。

　（２７）式は一消費者経済では、

（２８）　　　　　　　　　　 pu
Tpp Mt

R
tt

a
−

∑
+=

0

1

11

と単純化できる。このうち右辺の第２項は物品税の超過負担を示す項であり、必ず非

正になる。他方、第３項の puM は徴税の所得効果を表し、したがって第３項は税負担

の増加による負の所得効果に伴う税収変化を表すため通常は負になると予測されるが、

アトキンソン－スターンの指摘するように、 puM はマイナスに働くケースがあり、特

に要素供給の場合、その可能性は無視し得ない。そして、この効果が第２項を優越す

るほど強く働くならば、 11 <a となってピグーの予測が成り立たないケースが生じうる

のである。

次に一般の複数消費者が存在する場合の（２７）式を考えると、一消費者の場合と

比べて上に述べた所得減少の税収効果が個人の効果の税負担比率による加重平均とな

                                                     
16 Ballard and Fullerton (1992) を見よ。
17 この定式は Stiglitz and Dasgupta (1971, p.158), Atkinson and Stern (1974, p.122) , Ballard and
Fullerton (1992) により分析されている。複数消費者のケースについては Diamond (1975, p.341) を

見よ。
18 数学注Ⅱ参照。
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ることに加えて、徴税の所得分配効果 )(1 R
Rh

hhH
h αβ=∑ が明示的に考慮されねばならない。

もしも、社会的重要度 hhαβ の高い個人への税負担比率
R
Rh

が高くなれば、上の値は高

くなり、 1a もまた上昇する。つまり社会的不平等の増大により、徴税の社会的費用が
高く評価されねばならないのである。したがって、反対に、徴税がプラスの所得再分

配効果を持つ場合には、ピグーの予測が覆って、 11 <a となるケースが生じうるのであ

る。さらに便益の評価においてもボーエン－サミュエルソンあるいはハーバーガーの

場合のように各人の便益を単純に足し合わせるのではなく各人の社会的重要度で加重

した和を用いなくてはならない。従って、費用便益基準は設定される社会的厚生関数

に決定的に依存しており、前節のハーバーガー基準のような政府の資源配分・所得分

配部門への機能分化ができないのがピグー基準の重要な特色である。

以上の議論に対して、ウィルダシン (Wildasin (1979)) は、アトキンソン－スターン

の仮定 0=
∂
∂

G
x h

i に代えて、補償需要が公共財供給から独立；すなわち

（２９）　　　　 HhNi
G

uGtpx hh
i ,,1,,,2,0),,,1( ===

∂
+∂

，

とすると、一消費者経済でピグーの予測が正しくなると指摘している。この結果の解

釈にはわれわれの元々の定式化（２１）、（２２）を利用することができる
19
。

（２２）式は、一消費者経済では（再び 1== βα とノーマライズすると）、

（３０）　　 0)()( 1
00

1
00

1 11
=−∑+∑−∑+∑− MCapaWpaW pGGppuup

となる。このうち左辺第１、２項は所得移転効果、３、４項は純代替効果を示すが、

このうち、純代替効果は、ウィルダシンの仮定（２４）の下では )(1 MCWa − となり、

通常のボーエン－サミュエルソンの費用便益基準と一致するのである。これに対して、

第１、２項に（２８）を代入して整理すると、

（３１）　　　　 0})1)(1(1{ 1
0

00 <
∑

+∑−∑−− − W
R

tt
tt pp

pupu

となる。一消費者経済の場合、Ｗの所得を物品税を通して徴収し還付するならば、徴

税の厚生費用を生ずるだけで追加便益は存在しないから、所得移転効果は必ずマイナ

スになるのである。以上の結果を（３０）に代入して整理すると、

                                                     
19 （２１）、（２２）式を利用してピグー・ルールの解釈を試みている他の文献として、 King (1986),
Batina (1990) も参照せよ。ただし、これらは物品税が最適に設定されていないという前提で議論をし

ており、Wildasin および我々のアプローチとは異なる解釈になっている。
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（３２）　　　　　　　　 0
0

=−+
∑

MCWW
R

tt pp

となり、純代替効果を反映するボーエン－サミュエルソン基準 MCW − を、所得移転

効果を反映するピグー項 W
R

tt pp
0∑

でディスカウントしたものが適切な公共財の供給基

準となるため、結果としてピグーの予測を正当化しうることになるのである。

　しかしながら、ウィルダシンによるピグーの予測の正当化は複数消費者経済ではも

はや成立せず、そのことの意味もまたわれわれの解釈を通して明確にすることができ

る。複数消費者経済においても、仮定（２９）の下では純代替効果とボーエン－サミ

ュエルソン基準とが一致することは変わらないが、所得移転効果は必ずしもマイナス

とはならない。（２２）の左辺に（２７）を代入して整理すると、

（３３）　

)(1

)}1()}{({

1

0

11

1 h
hh

pu
H
h

pp

hh
pu

hH
h

h
hhH

h
hhhH

h

R
RtM

R
tt

tMW
R
R

W
α

αβα
βα

=

==

=

∑−
∑

+

−∑∑
−∑

となる。一消費者の場合の（３１）と比べた場合の相違点は、所得移転が個人間再分

配の効果をもたらすことである。そして、この効果は、第一に社会的平等化への寄与

を通して直接的に、第二に再分配に伴う政府税収への間接的影響を通して所得移転効

果に影響する。もしも物品税による所得移転が、プラスの所得再分配効果、もしくは

税収増の効果をもたらすならば、この所得移転は物品税の増加による超過負担増加を

補って余りあるプラスの厚生効果を持つ可能性が生ずることになり、この場合ピグー

の予測に反した帰結が生じうるのである
20
。

しかしながら、ウィルダシンの示唆するピグー・ルールの定式化は、複数消費者経

済の場合においても、興味深い洞察を与えてくれる。この場合、ピグー・ルールは、

純代替効果と、所得移転効果（３３）とに分解される。このうち純代替効果は、ボー

エン－サミュエルソン・ルールやハーバーガー・ルールと同じく政府の所得分配に関

する価値判断と独立しており、政府の資源配分部門が追求する目的として妥当なもの

                                                     
20 もしも、Diamond(1975)のように物品税に加えて人頭税(補助金)も最適に調整できると仮定すると、公
的資金の社会的費用の定式（２７）は著しく簡単になる。この場合、一消費者経済では人頭税と一括税

は同じなので、本節で論じた問題はトリヴィアルになる。これに対して、多消費者経済では、議論の本

質はあまり変わらない。ただし、公的資金の社会的費用の定式が税の超過負担に依存しなくなるため、

所得移転効果もまた超過負担とかかわりなく一律補助金と公共財との所得再分配効果の大きさの比率

に依存する。従ってピグーの予測からはさらに乖離した結論となる。ただし、ピグー自身は公共財供給

に伴う所得再分配効果の重要性も十分に認識していたことに留意されたい。Pigou(1947, pp32-33)を参

照せよ。
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であろう。そして、後者の効果は、物品税の増加による超過負担増大の効果と、公共

財供給とこれに伴う税負担増加とによる社会的平等度の相対的変化から説明できる。

アトキンソン・スターンモデルを複数消費者のケースに拡張した先ほどのピグー・ル

ールの定式化が、政府部門の資源配分部門と所得分配部門への機能分化がまったく不

可能であるかのような印象を与えるのに対して、ウィルダシンの定式化ではそれが一

定程度まで妥当性があることを示唆しており、またそれが不適切であるとすればどの

ような根拠からどういう方向に調整するべきであるかを(３３)式の所得移転効果によ

って明示的に表すことができるからである。
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数学注Ⅰ数学注Ⅰ数学注Ⅰ数学注Ⅰ（可変）支出関数と（可変）支出関数と（可変）支出関数と（可変）支出関数と（可変）利潤関数の性質（可変）利潤関数の性質（可変）利潤関数の性質（可変）利潤関数の性質

この注は、本論で用いた（可変）支出関数と（可変）利潤関数の性質を要約してお

く。詳細は Diewert（1986）を参照されたい。

（１）（１）（１）（１）（可変）支出関数の性質　（可変）支出関数の性質　（可変）支出関数の性質　（可変）支出関数の性質　（（可変）費用関数は、これとほぼ同じ性質を持つ。）

（可変）支出関数は、効用水準を u、私的財消費ベクターを x、価格ベクターを p、公
共財ベクターをGをすると、

（Ａ.１）　　　　　　 }),(:{min),,( }{ uGxfpxuGpm x ≥≡

と定義される。 ),,( uGpm が微分可能であれば、以下の式が成立する。

（Ａ.２）　　　　　　　　　　 ),,( uGpmx p∇= ．　　　　　　（シェパードの補題）

次に、 ),,( uGpm は価格 pに関して（ⅰ）一次同次、かつ（ⅱ）凹関数、となる。また、
（ⅲ） G に関して凸関数である。 m の uGp ,, に関する二次微分からなる行列を

puGGpGpp ∑∑∑∑ ,,, とすると、性質（ⅰ）より恒等式

（Ａ.３）　　　　　　　　 ),,(),,( uGpmpuGpm p∇= 、

（Ａ.４）　　　　　　　　　　　　 0=∑pp
p

（Ａ.５）　　　　　　　　　∑ ∇=
Gp G uGpmp ),,(

（Ａ.６）　　　　　　　 　　 ∑ ∇=
pu u uGpmp ),,(

が成立する。また性質（ⅱ）、（ⅲ）より

（Ａ.７）　　　　　　　　　　　∑pp
は非正定値、

（Ａ.８）　　　　　　　　　　　∑GG
は非負定値、

となる。

（２）（２）（２）（２）（可変）利潤関数の性質（可変）利潤関数の性質（可変）利潤関数の性質（可変）利潤関数の性質

（可変）利潤関数は、投入産出ベクターを y、価格ベクターを p、公共財ベクターを
G、生産可能性集合を )(GY とすると

（Ａ.９）　　　　　　　　 )}(:{max),( }{ GYypyGp y ∈≡π

と定義される。 ),( Gpπ が微分可能であれば、以下の式が成立する。
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（Ａ.１０）　　　　　　　　　　　 ),( Gpy pπ∇= 　　　　　　（ホテリングの補題）

),( Gpπ は、価格 pに関して（ⅰ）一次同次、かつ（ⅱ）凸関数である。また（ⅲ）Y
が凸集合であれば、Gについて凹関数となる。πの Gp, に関する二次微分から成る行

列を GGpGpp SSS , とすると、性質（ⅰ）より恒等式

（Ａ.１１）　　　　　　　　　 ),(),( GppGp pππ ∇= ，

（Ａ.１２）　　　　　　　　　　　　 0=pS pp ，

（Ａ.１３）　　　　　　　　　 ),( GppS GGp π∇= ，

が成立する。また、性質（ⅱ）、（ⅲ）より

（Ａ.１４）　　　　　　　　　　 ppS は非負定値，

（Ａ.１５）　　　　　　　　　　 GGS は非正定値，

となる。
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数学注Ⅱ　数学注Ⅱ　数学注Ⅱ　数学注Ⅱ　（２７）式の導出（２７）式の導出（２７）式の導出（２７）式の導出

uに関する一階の条件は

（Ａ.１６）　　　　　　　 ααβα ∑∑ ++=
00

1
1 puupu aaa ，

また tに関する一階の条件は、

（Ａ.１７）　　　　　　 0)( 0
.1

0
1

1

=++∇ ∑∑ ∑= pp

H

h pp
h

p
h
u aama

である。（１１）と（Ａ.４）を用いて、これを∑ ∑=
=∇H

h pp
h

p
h
u tama

1

0
1)( と書き換える

ことができ、これに後から tを乗ずると

（Ａ.１８）　　　　　　∑ ∑=
=H

h pp
hh

u ttaRa
1

0
1

となる。他方（Ａ．１６）は（Ａ.６）を用いると、

（Ａ.１９）　　　　　　 ,,,1,1
11

HhtM
aa

a hh
pu

hhh
u =+−= ααβ

となるため、これを hについて合計し、（Ａ.１８）を代入すると、

（Ａ.２０）　　　　　　 hhh
pu

hh
H

hpp
RtM

a
tt )1(

1
1

0 ααβ +−= ∑∑ =

となる。これを 1a について整理すると（２７）を得る。
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第２章付録第２章付録第２章付録第２章付録

   社会資本整備の事業効果と税収変化に関する一考察社会資本整備の事業効果と税収変化に関する一考察社会資本整備の事業効果と税収変化に関する一考察社会資本整備の事業効果と税収変化に関する一考察

東京工業大学大学院理工学研究科助教授　　上田  孝行

東北大学大学院情報科学研究科教授　　　　森杉  壽芳

1111　はじめに　はじめに　はじめに　はじめに
従来から社会資本整備便益として建設プロセスで発生する事業効果の存在が知られ

ている。しかし、いわゆるワルラス均衡が達成されている完全雇用下での事業効果に

対する理解には混乱が見られ、特に、税収変化についてのキャンセルアウト特性が費

用便益分析においてどのように扱うべきかについて整理されていなかった。本稿は簡

単なワルラス的一般均衡モデルのフレームでこの点について考察する。

２　モデル２　モデル２　モデル２　モデル
モデルの基本的前提モデルの基本的前提モデルの基本的前提モデルの基本的前提

本モデルでは、①合成財、余暇、土地サービス、公共サービスを消費する代表的家

計、②労働、土地サービス、公共サービスを投入して合成財を生産する代表的合成財

企業、③開発を行って土地サービスを提供している代表的不動産企業、④家計と企業

から複数の手段により税を徴収して公共サービスを提供する政府の４主体からなる経

済を想定する。

家計の行動家計の行動家計の行動家計の行動

家計の行動は次の効用最大化問題で表わされるものとする。

V t p r t w t w t t T gc I I a a b b(( ) , , ( ) , ( ) ( ) ( ) , )1 1 1 1 1+ − − + − + − −Ω π π 　

= max ( , , , )
, ,z s q h h

h h

U z s q g  　　                 (1.a)

　 　s.t. 　
( ) ( )

( ) ( ) ( )
1 1

1 1 1
+ + + −

= − + − + − −
t pz rq t ws

t w t t T
c h I

I a a b bΩ π π 　　　     　　　　(1.b)

ここで、V ( )⋅ :間接効用関数、U ( )⋅ :直接効用関数、 zh :合成財消費量、 s :余暇消費量、

qh :土地サービス消費量、 g :公共サービス、 p :合成財価格、r :土地地代、w :賃金率、

Ω :総利用可能時間、πa :合成財企業からの利潤配当所得、πb :不動産企業からの利潤配

当所得または土地地代収入、 t c :消費税率、 t I :賃金所得税率、 t a :合成財企業からの配
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当所得に対する税率、t b :不動産企業からの配当所得に対する税率または土地保有税率、

T :一括税、Ω − =s lh :労働時間であり、また、一般化所得を用いた所得制約は森杉他

(1997)を参照。

合成財企業の行動合成財企業の行動合成財企業の行動合成財企業の行動

　企業の行動は、次の利潤最大化行動で表わされるものとする。

   πa z l q c c c
c c c

pz wl rq= − −max
, , 　        　       　

　　(2.a)

s. t. z F l q gc c c= ( , , )     　　　　　　  　　　　　　　　　　(2.b)

ここで、 zc :合成財生産量、 F( )⋅ :生産関数、 lc :労働投入量、 qc :土地サービス投入量。

不動産企業の行動不動産企業の行動不動産企業の行動不動産企業の行動

不動産企業は保有している土地から生み出される土地サービスを提供し、それによ

る地代収入を得ている。

　　πb rQ=

ここで、Q :土地賦存量、である。

政府の行動政府の行動政府の行動政府の行動

政府は、所与の公共財供給量を実現するために、労働力、合成財、土地サービスを

投入する。それらの投入量は、公共財の生産費用を最小にするように選択される。そ

して、その生産費用は一括税、消費税、賃金所所得税、企業配当所得税、土地地代配

当所得税、からの税収によって賄われる。その結果、財政収支は均衡しており、財政

余剰はゼロに保たれているとする。

 π π πg c c I a a b bT t pz t wl t t C= + + + + − ⋅ =( ) 0   　　　    　　　　　　　(3.a)

   C t p w r g t pz wl rqc z l q c g g g
g g g

(( ) , , , ) min ( )
, ,

1 1+ = + + +                        (3.b)

s. t.　 g H z l qg g g= ( , , )    　　　　   　　(3.c)
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ここで、πg :財政余剰、 C( )⋅ :公共サービスの費用関数、 zg :合成財の政府調達、 l g :政

府部門の労働投入量、qg :政府部門の土地サービス投入量。政府は合成財調達に当たっ

て家計と同様に消費税分も支出する。

均衡条件均衡条件均衡条件均衡条件

　本稿で構築する一般均衡モデルでは、次の市場の清算条件が成立する。

合成財市場の清算条件:

  　 z z zh g c+ − =0                                       

    　(4.a)

労働市場の清算条件:

　　 0=−+ hgc lll ( 0)( =−Ω−+ sll gc )                            (4.b)

土地市場の清算条件:

　　 0=−++ Qqqq gch                                    

    (4.c)

３３３３  社会資本整備の費用と便益社会資本整備の費用と便益社会資本整備の費用と便益社会資本整備の費用と便益
　家計の効用を所得の限界効用で除したものを社会的純便益と定義して、以下のよう

に展開する。

( )dV t z dp q dr t l dw t d t d dT dgc h h I h a a b b
V
gλ π π λ ∂

∂= − + − + − + − + − − +( ) ( ) ( ) ( )1 1 1 1 1

     (5)

各企業と政府の余剰変化については以下の通り。

  d z dp p dg l dw q dra c
F
g c cπ ∂

∂= + − −                        (6.a)

　 d Qdrbπ =                                               (6.b)
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0

)1(

=−−

−+−++++++=

dgdrq

dwldpztdtdtwdltdwltpdztpdztdTd

g
C

g

ggcabaahIhIccccg

∂
∂

πππ
           

(6.c)

(6. a)～(6.c) を(5)に代入して、さらに均衡条件を用いて、(5)は以下のように書き改め
られる。

 まず、(6.c)より、

− = + + + + + − + − − −dT t pdz t pdz t l dw t wdl t d t d t z dp l dw q dr dgc c c c I h I h a a b a c g g g
C
gπ π ∂

∂( )1

これを(5)に代入して、

( ) dgdgdrqdwldpztdtdtwdlt
dwltpdztpdztdtdtdwltdrqdpztdV

g
V

g
C

gggcabaahI

hIccccbbaahIhhc

∂
∂

∂
∂ λππ
ππλ

1)1(
)1()1()1()1(

+−−−+−+++
+++−+−+−+−+−=

整理して、

　 ( ) dgdgdrqdwl

dpztwdltpdztpdztdddwldrqdpztdV

g
V

g
C

gg

gchIccccbahhhc

∂
∂

∂
∂ λ

ππλ

1

)1()1(

+−−−

+−++++++−+−=

(6.a)と(6.b)を代入して、

　 ( )
dV t z dp q dr l dw z dp p dg l dw q dr Qdr

t z dp t pdz t wdl t z dp l dw q dr dg dg
c h h h c

F
g c c

c c c c I h c g g g
C
g

V
g

λ

λ

∂
∂

∂
∂

∂
∂

= − + − + + + − − +

+ + + − + − − − +

( )

( )

1

1 1

　

キャンセルアウト特性を考慮するために、さらに書き改めて、

( ) dgdgp

dgwdltpdztdwllldrqqqQdpzzztdV

g
V

g
F

g
C

hIccgahgchghcc

∂
∂

∂
∂

∂
∂

λ

λ

1

)()())(1(

++

−++−−+−−−+−−+=
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右辺の第１項から第３項の(　)内は、均衡条件からキャンセルされ、結局それらの項

は全て消去される。従って、社会的純便益は次のように表される。

( )dV t pdz t wdl dg p dg dgc c I h
C
g

F
g

V
gλ λ∂

∂
∂
∂

∂
∂= + − + +1 　　　　　　　　　　     (8)

第１項は政府の消費税収入の変化分、第２項は賃金所得税収の変化分、第３項は公

共サービスの拡大、すなわち、社会資本整備のために要する費用、第４項はそれによ

る生産拡大、そして、第５項はそれによる家計の効用の直接的な増大である。第４項

と第５項の和が社会的便益であり、それから第３項の費用を差し引いたものが通常の

社会的純便益である。しかし、実際には第１項および第２項で表わされる税収変化が

社会的純便益に影響を及ぼすことになる。なお、社会的純便益を構成する便益/費用の

各項目については、表１のような便益帰着構成表(森杉他(1997)参照)にまとめられ、市

場清算条件によりキャンセルアウトされる項目が見てとれる。

４　特殊ケースについての考察４　特殊ケースについての考察４　特殊ケースについての考察４　特殊ケースについての考察
　特殊ケースとして次の場合について考えてみる。公共サービスの生産技術が

Leontief型技術で近似できる場合には、次のように定式化できる。

  C t p w r g t pa wa ra gc c c l q(( ) , , , ) {( ) }1 1+ = + + + 　                      

(9)

    

ここで、

ac H zg
= 1

∂ ∂ 、 al H lg
= 1

∂ ∂ 、 aq H qg
= 1

∂ ∂

であり、それぞれの要素に対する投入係数である。このとき、

∂
∂
C
g c g g gdg t pdz wdl rdq= + + +( )1 　 　　　　　　　　　　　      (10)

これを(8)に代入して、

           

( )dV t p dz dz pdz t wdl wdl rdq p dg dgc c g g I h g g
F
g

V
gλ λ∂

∂
∂
∂= − − + − − + +( ) 1 　　    (11)
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もし、合成財の政府調達の増分がそのまま合成財生産量の増大につながるなら、第

１項はゼロとなる。この場合、実際の費用便益分析の計算では、消費税込みの公共サ

ービスの生産費用の増大分から消費税相当分を除外することになる。同様に、家計の

労働供給の増分が公共サービス増大に伴う政府部門の労働投入の増分に等しければ、

公共サービスの生産費用の増分から所得税の相当分を差し引けば良い。しかし、政府

調達の増大が民間部門の需要をその分だけ完全に押しのける、すなわち、完全なクラ

ウドアウトが生じる場合には、公共サービスの生産費用の増分から税金相当分の変化

を除外してはならない。両者のケースは両極に位置する極端な場合であり、実際はそ

の中間的な場合が生じる。

５　実際的な対応５　実際的な対応５　実際的な対応５　実際的な対応
　実証的に以下の数値が安定的な定数として得られているとする。

φc
dz
dz

c

g
= ，φl

dl
dl

h

g
=

これを用いて、(11)を書き換えると、

( )dV t pdz t wdl rdq p dg dgc c g I l g g
F
g

V
gλ φ φ λ∂

∂
∂
∂= − + − − − − + +{ ( )} ( )1 1 1 1 　   (12)

従って、消費税率を tc c( )1−φ 、所得税率を tI lφ と修正した上で、税収変化分を公
共サービスの生産費用の増分の中から除いて、それをもって社会的費用とみなし、費

用便益分析を行えばよい。

  なお、本稿は 98年度土木学会年次学術講演会 IV部における報告をもとにしており、

その後、金本良嗣(東京大学)、井堀利宏(東京大学)、八田達夫(東京大学)、常木淳(大阪

大学)の各先生方から貴重なコメントを頂いた。特に、常木先生からは政策的な意義に

ついて詳細な意見を頂いた。ここに記して感謝する。ただし、本稿に関する責は筆者

のみが負っている。
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表１　事業効果の便益帰着構成表

家計 合成財企業 不動産企業 政府 合計
公共サービスの生
産費用変化 (建設
費・維持管理費)

− ∂
∂
C
g dg − ∂

∂
C
g dg

公共サービスの増
大による効用増大

( )1 λ ∂
∂
V
g dg ( )1 λ ∂

∂
V
g dg

公共サービスの増
大による合成財生
産の増大

p dgF
g

∂
∂ p dgF

g
∂
∂

合成財に関する支
出・収入変化

− z dph z dpc − z dpg
0

消費税の支払額・税
収変化

− t z dpc h −
+ +

t z dp
t z dp t pdz
c g

c c c c

t pdzc c

土地サービスに関
する支出・収入変化

− q drh − q drc Qdr − q drg
0

賃金所得・支払額変
化

l dwh − l dwc − l dwg
0

賃 金 所 得 税 支 払
額・税収変化

−t l dwI h t l dw t wdlI h I h+ t wdlI h

合成財企業に関す
る配当所得・支払額
変化

d aπ − d aπ 0

不動産企業に関す
る配当所得・支払額
変化

d bπ − d bπ 0

一括税支払額・税収
変化

− dT dT 0

合成財企業に関す
る配当所得税支払
額・税収変化

−t da aπ t da aπ 0

不動産企業に関す
る配当所得税支払
額・税収変化 (土地
保有税)

−t db bπ t db bπ 0

合計

( )

− + −
+ −
+ −
+ −
−
+

( )
( )
( )
( )

1
1
1
1

1

t z dp q dr
t l dw
t d
t d

dT
dg

c h h

I h

a a

b b

V
g

π
π

λ ∂
∂

0 0

( )
p dg

dg

dg

t pdz
t wdl

F
g

V
g

C
g

c c

I h

∂
∂

∂
∂

∂
∂

λ+

−

+
+

1
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